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（参考１－別添４）

勇払東部地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道勇払郡厚真町、勇払郡むかわ町

(2) 受 益 面 積：3,386 ha（田 3,036ha、畑 350ha）

(3) 事 業 目 的：用水改良 2,990 ha、排水改良 1,900 ha（重複1,504ha）

(4) 主要工事計画：貯水池 1 箇所（改修）

頭首工 1 箇所（新設）

揚水機場 1 箇所（新設 、1 箇所（改修））

用水路 18 路線 76.8km（新設、改修）

排水路 3 路線 8.8km（改修）

(5) 国 営 事 業 費：31,500 百万円（平成22年度時点 32,971百万円）

(6) 工 期：平成12年度～平成32年度予定

（平成12年度～平成29年度 工事期間）

（平成30年度～平成32年度 施設機能監視期間）

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

国営 34,951,074、関連 38,283,000総事業費 ① 73,234,074

年総効果額 ② 3,992,333

廃用損失額 ③ 286,095 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 45 年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 0.0539 当投資額を算定するための係数

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 73,783,163

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.00
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3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因

効果項目 （千円）

用水の安定供給、ほ場条件の改善による農作物生産量
作 物 生 産 効 果 459,710 の増減

品 質 向 上 効 果 72,630 畑地かんがいによる作物の品質の向上

用水の安定供給、排水改良、区画整理（関連事業）等
営農経費節減効果 2,422,698 による営農経費の増減

維持管理費節減効果 114,400 施設の新設、廃止及び改修による維持管理費の増減

更 新 効 果 898,913 施設の改修による現況施設機能（農業生産）の維持

橋梁の架け替えによる維持管理費の増減及び現況施設
公共施設保全効果 8,834 機能の維持

農業用用水路の有する機能のうち、地域用水としての
地 域 用 水 効 果 13,554 利用の増加

頭首工の新設に当たり、魚類の生息環境に配慮した整
水辺環境整備効果 1,594 備（魚道）による水辺環境の保全

計 3,992,333

廃 用 損 失 額 286,095 耐用年数が尽きていない廃止施設の残存価値
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果
○効果の考え方

用排水改良及びほ場整備等の実施により、用水の安定供給やほ場条件の改善が図られること

によって、作物別作付面積が増減（作付増減効果）し、単位面積当たり収量が増加（単収増加

効果）する効果。

○対象作物

水稲、大豆、小豆、ばれいしょ、ブロッコリー、ほうれんそう、トマト、小麦

てんさい、牧草、アスパラガス

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果の算定（算定例：水稲、大豆）

作 作 付 面 積 (ha) 効 果 単収増 増 加 単 価 増 加 純益 年効果額
物 生産量 粗 収 益 率
名 現 況 計 画 増 減 要 因 (t) (千円) (％) (千円)(kg/10a) ( /t)千円

③=②-① ⑤=③×④① ② ④ 計画（ ）
1,585 1,775 190 555 1,055作付増

⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧
1,055 192 202,560 8 16,205水 小計

単収増 ④=⑤/① ⑤
49 4 62（水害防止）

単収増 ④=⑤/① ⑤
825 47 744（冷害防止）

⑤=②×④単収増 ④（増）
2501,562 16（ ）水管理改良Ⅰ

⑤=②×④単収増 ④（増）
796 16 127（乾田化Ⅰ）

⑤=②×④単収増 ④（増）
23 16 4（乾田化Ⅱ）

稲 ⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧
1,187 192 227,904 76 173,207小計

189,412計
③=②-① ⑤=③×④① ② ④ 現況（ ）

366 295 71 173 △123△ 作付減
⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

△123 260 △31,980 ‐ ‐大 小計
⑤=③×④単収増 ④（増）

148 55 81（乾田化Ⅰ）
⑤=③×④単収増 ④（増）

4 28 1（乾田化Ⅱ）
⑤=②×④単収増 ④（増）

291 43 125豆 （ ）湿潤かんがい
⑤ ⑥ ⑦=⑤×⑥ ⑧ ⑨=⑦×⑧

207 260 53,820 68 36,598小計

36,598計

459,710計

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「勇払東部地区の事業の
効用に関する詳細」を参照。
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・作付面積：現況作付面積は、地域現況に基づく作物別面積割合をベースに按分して算定。計

画作付面積は、国営勇払東部土地改良事業計画書の作物別作付面積割合をベース

に按分して算定。

・単 収：現況は農林水産統計等による最近５ヶ年の平均単収を排水改良による効果発現を

踏まえて補正した値。計画は冷害防止、干害防止、水害防止、水管理改良、乾田

（畑）化、畑地かんがい等による増収を考慮して決定した値。

・生産物単価：農林水産統計等による最近５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した

価格。

・純 益 率：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。
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（２）品質向上効果
○効果の考え方

畑地かんがいにより、農産物の規格等が向上し、単価が上昇する効果。

○対象作物

ブロッコリー、トマト

○年効果額算定式

効果発生量×品質向上による単価上昇額

○年効果額の算定

効果発生 計画単収 効 果 生産物単価 年効果額
作物名 効果要因 面積 発生量 (千円/t) （千円）

(ha) (kg/10a) (t) 現況 計画 上昇額
① ② ③=①×② ④ ⑤ ⑥=⑤-④ ③×⑥

スイートコーン 84 980 823 125 145 20 16,460畑地かんがい

（田）

メロン 19 1,975 375 319 363 44 16,500畑地かんがい

（田）

ブロッコリー 19 750 143 328 342 14 2,002畑地かんがい

（田）

トマト 12 7,300 876 272 315 43 37,668畑地かんがい

（田）

計 72,630

・効果発生面積：作物生産効果の作付面積に基づく。

・計 画 単 収：作物生産効果の計画単収に同じ。

・現 況 単 価：農林水産統計等による最近５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価

格。

・計 画 単 価：現況単価に国営勇払東部土地改良事業計画書に基づく上昇額を加算した価

格。



- 6 -

（３）営農経費節減効果
○効果の考え方

用水の安定供給 排水改良及びほ場整備による大区画化により、水管理作業の効率化及び、

ほ場内の作業効率の向上が図られ作物生産に要する経費が節減される効果。

○対象作物

水稲、大豆、小豆、ばれいしょ、ブロッコリー、ほうれんそう、トマト

小麦、てんさい、牧草、アスパラガス

○年効果額算定式

（現況単位当たり営農経費－計画単位当たり営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

算定例：区画整理の水稲 ：未整理乾田 →中区画乾田（30～99a）

区画整理の水稲 ：未整備乾田 →大区画乾田（100a以上）

区画整理のばれいしょ：未整理乾田 →大区画乾田（100a以上）

ha 当 た り ha当たり 効果発
営農経費 節減額(円) 生面積 年効果額

(ha) （千円）
⑤=(①+③)作物名 労働費（円） 機械等経費（円）

-(②+④) ⑥ ⑦＝⑤×⑥
現 況① 計 画② 現 況③ 計 画④

水稲 581,616 367,008 1,242,348 548,925 908,031 85 77,183
（ ）区画整理－中区画
（用水改良）

水稲 581,616 296,608 1,242,348 437,114 1,090,242 772 841,667
（ ）区画整理－大区画
（用水改良）

ばれいしょ
132,432 127,472 584,966 350,869 239,057 89 21,276（ ）区画整理－大区画

計 2,422,698

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「勇払東部地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。

・現況経費（①,③ ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に農林水産統計等により補正し）

ている。

・計画経費（②,④ ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に農林水産統計等により補正し）

ている。

・効果発生面積 ：作物生産効果の作付面積に基づく。
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（４）維持管理費節減効果
○効果の考え方

土地改良施設の新設、改修、廃止により、従前に要していた施設の維持管理費が増減する効

果。

○対象施設

ダム、頭首工、井堰、揚水機、用水路、排水路

○年効果額算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現況維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （千円）② ③＝①－②

208,641 94,241 114,400

・現況維持管理費（① ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な諸）

係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・計画維持管理費（② ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な諸）

係数通知による支出済費用換算係数により補正している。
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（５）更新効果
○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持

される効果。

○対象施設

頭首工、揚水機、用水路、排水路

○年効果額算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定（算定例：頭首工、揚水機、用水路、排水路）

最経済的 還元率 年効果額

対 象 施 設 事業費 （千円） 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

第１区頭首工 744,649 0.0466 34,701 耐用年数50年

第５区揚水機 297,518 0.0736 21,897 耐用年数20年

１区幹線用水路 56,410 0.0505 2,849 耐用年数40年

軽舞排水路 901,881 0.0505 45,545 耐用年数40年

計 898,913

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「勇払東部地区の事業の
効用に関する詳細」を参照。

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。）

国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な諸

係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・還元率（②） ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。
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（６）公共施設保全効果
○効果の考え方

農業用排水路の改修に伴い、橋梁の架け替えを補償工事として行うことにより、地域の利

便性が確保されるとともに、施設の耐用年数が増加すること等により付随的に便益が向上す

る効果。

○対象施設

橋梁

○年効果額算定式

（維持管理費節減効果＋一般交通等経費節減効果＋更新効果）÷当該施設の耐用年数に応じ

た還元率×当該土地改良事業の総合耐用年数に応じた還元率

○年効果額の算定

対象施設 維持管理費節減効果 一般交通等経費節減 更新効果 計

① （千円） 効果 ② （千円） ③ （千円） （千円）

橋梁 △ 685 － 9,519 8,834

・維持管理費節減効果（① ：橋梁の補償工事によりこれまで必要とされた維持管理費が増減）

する年効果額を算定。

・更新効果（③ ：橋梁の補償工事により現況の施設機能が維持される年効果額を算定。）
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（７）地域用水効果
○効果の考え方

農業用用水路はかんがい目的以外にも、多くの機能を有しており、その機能のうち、生活

用水、防火用水等としての利用が増加する効果。

○対象施設

用水路

○年効果額算定式

施設の設置経費の節減額×還元率

○年効果額の算定

投 資 施 設 名 投 資 額 耐用年数 還元率 年効果額(千円) 備 考

（千円）① （年） ② ③＝①×②

生活用水 2,769 5 0.2246 622

防火用水 122,040 40 0.0505 6,163

景観保全(植栽工) 7,955 5 0.2246 1,787

景観保全(護岸工) 132,313 40 0.0505 6,681

‐ ‐ ‐ △60維持管理費(生活用水施設)

‐ ‐ ‐ △1,639維持管理費(景観保全施設)

計 13,554

・投資額（① ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な諸係数通）
知による支出済費用換算係数により補正している。

・還元率（② ：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）
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（８）水辺環境整備効果
○効果の考え方

頭首工の新設に伴い、周辺環境に配慮した設計、構造とすることにより水辺環境が保全、

創造される効果。

○対象施設

頭首工

○年効果額算定式

環境に配慮した機能を付加するために要する追加投資経費×還元率

○年効果額の算定

環境追加投資経費 還元率 年効果額（千円）
施 設 名 備 考

（千円）① ② ③＝①×②

頭首工 魚道 31,572 0.0505 1,594 耐用年数40年（ ）

計 1,594

・環境追加投資経費（① ：国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な）

諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・還元率（② ：施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。）
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（９）廃用損失額
○考え方

改修を行う土地改良施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、改修によって施
設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

○対象施設

頭首工、井堰、揚水機、用水路、排水路、橋梁

○廃用損失額算定式

償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

（算定例：頭首工）

現況施設 償却資産額 残 存 率 廃用損失額

設置年 （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）

（廃用施設） ① 使用年数② 可能年数③ ⑤＝①×④④=③/(②+③)

S42 608,731 49 1 2.0 12,175第３区頭首工

S47 733,963 45 5 10.0 73,396第４区頭首工

計 286,095

※主な施設を事例として示す。その他の施設も含めた詳細については「勇払東部地区の事業の

効用に関する詳細」を参照。

・償却資産額（① ：廃用施設の事業費から廃棄価格（スクラップとしての価格）を差し引い）

た額。国営勇払東部土地改良事業計画書を基に、経済効果測定に必要な

諸係数通知による支出済費用換算係数により補正している。

・廃用時までの使用年数（② ：建設時から、各施設の廃用までに使用される年数。）

・今後の使用可能年数（③） ：当該廃用施設の標準耐用年数－廃用時までの使用年数。



- 13 -

5.評価に使用した資料

【共通】

・農林水産省構造改善局計画部(監修)(1997)「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社

【事業費】

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、北海道開発局室蘭

開発建設部胆振東部農業開発事業所調べ（平成21年）

【効果額】

・北海道開発局（平成14年5月 「国営勇払東部土地改良事業計画書」）

・北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編、総合編（平成14年～平成20年 ）北海道農林）

水産統計協会

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林水産省農村振

興局企画部長通知（一部改正：平成22年３月31日農林水産省農村振興局整備部長通知 ））

・効果算定に必要な各種諸元については、北海道開発局室蘭開発建設部胆振東部農業開発事業所

調べ（平成21年）






































